
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

       2　職員数は、平成26年4月1日現在の人数である。

       3　給与費については再任用短時間勤務職員の給与費を含み、職員数には当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

    （注） 1  ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、

　　　　　　国の職員数(構成)を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表(一)適用

　　　　　　職員の俸給月額を１００として計算した指数。

　　　　　 2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均し

　　　　　　たものである。

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について
①　給料表の見直し【　実施　未実施　】

（給料表の改定時期）　平成２７年４月１日

（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２．８％引下げ。

若年層については、１級及び２級の初任給に係る号給以外の号給の引下げを行った。

高齢層については、３級以上の級の高位号給は、最大４％程度引下げを行った。

激変緩和のため、１年間の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②　地域手当の見直し

　実施内容

③　その他の見直し内容　管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施

４月１日時点 遡及改定後

国基準による支給割合 6% 7% 9% 10%

日立市の支給割合 6% 7% 9% 10%

平成２６年度
の支給割合

平成２７年度の支給割合
見直し後の支給割合

（H28.4.1）

日立市の給与・定員管理等について

26年度

2,018,864 6,733
26年度

人 千円

1,264

一人当たり

給与費 B/A

8,510,335

職員数

（参考）人件費率

千円千円

歳出額　

Ａ　

千円 千円

Ｂ／Ａ　

6,438

2,952,489 12,921,17365,440,779

千円

1,398,058

25年度の人件費率

　　　　　千円

5,093,413

一人当たり給与費

％

(参考)類似団体平均

19.7

％

18.8

千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当

人 千円

Ａ 　　計　　Ｂ給　 料

人件費

Ｂ　

住民基本台帳人口

（27年1月1日）

実質収支
区分

188,938

区分

職員手当

(H24.4.1)

98.0 
(H24.4.1)

99.0 

(H24.4.1)

98.8 

(H25.4.1)

97.8 

(H25.4.1)

98.6 

(H25.4.1)

98.5 

(H26.4.1)

97.8 

(H26.4.1), 

98.7 

(H26.4.1), 

98.6 

(H27.4.1)

98.2 

(H27.4.1), 

98.7 

(H27.4.1)

, 98.7 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

日立市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成27年4月1日現在）
①一般行政職

②技能労務職

平均年齢 職員数

公　務　員

333,271 円 

42.8歳

平均給料月額

452,426 円 

（国比較ベース）

385,870 円

43.6歳

334,655 円 

334,283 円 

336,200 円 

平均給与月額

54.3歳

うち
用務員

 -   -  

国

日立市

52.5歳

52.7歳

74人 

区    分

 -  

234,000 円

200,300 円

 -  

390,770 円 369,308 円

類似団体
（一般市類型Ⅳ－２）

357,358 円

 -  

うち

学校給食員

351,293 円

用務員

 -  

328,318 円

調理士

 -  

平均給与月額

平均給与月額

 -  

 -  

391,900 円

1.69

2.29346,333 円

342,651 円

 -  50人 

386,895 円19人 

457,700 円

403,268 円

6人 

対応する民間

茨城県

（国比較ベース）

389,894 円 

416,074 円 373,266 円 

408,996 円 

平均給与月額

参　考

平均給料月額

Ａ／Ｂ
の類似職種

 -  

（B）

 -  

 -  

 -  

47.2歳

54.6歳

民　　　間

432,161 円 

平均年齢
平均給与月額

375,926 円 

日 立 市

茨 城 県

（A）

351,530 円

395,495 円56.2歳

292人 

44.1歳

 -   -  

51.3歳 328,999 円 373,837 円

区　　分 平均年齢

類似団体（一般市類型Ⅳ－２）

43.5歳 -

国 50.2歳 2,994人  -  289,141 円
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  のではない。

③教育職

④消防職

(注) 1　「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

     2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　　 

　　　手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかに

　　　されているものである。　

　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外　　

　　　勤務手当等を除いたもの）で算出している。

(2) 職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

高校卒 146,500 円 

技能労務職

消　防　職

2,774,400 円

311,646 円 

376,908 円 

日 立 市

167,000 円 

146,500 円 

 -  

平均給与月額

2.10

区　　　　　分

うち

用務員

大学卒 199,500 円 

高校卒

区　　分

高校卒

37.8歳

7,131,100 円

177,600 円 

311,600 円 類似団体（一般市類型Ⅳ－２） 42.0歳

平均年齢

一般行政職

茨　城　県

154,900 円 

 -  

38.2歳

 -  

　 いては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

区    分

369,516 円 

平均年齢

茨 城 県 427,556 円 45.0歳

日立市

350,067 円 

平均給与月額

日 立 市

区　　分 年収ベース（試算値）の比較

（Ｃ） （Ｄ）

茨 城 県

うち
学校給食員

 -   -   -  

307,608 円 類似団体（一般市類型Ⅳ－２）

教　育　職
174,200 円 

日　立　市

174,200 円 

42.0歳

※年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員にお

 -  

Ｃ／Ｄ
公　務　員

 -  

141,900 円 

中学卒

大学卒

参　　考

民　　　間

198,400 円 

 -  

412,904 円 

350,067 円 

大学卒

 -  

 -  

 -  

 -  

133,500 円 

144,300 円 142,100 円 

国

 -  

351,346 円 

6,478,240 円

（国比較ベース）

平均給与月額

139,500 円 

2.57

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも　

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。  (平成24～平成26の3ヶ年平均)

平均給料月額

 -  

3,077,800 円

394,872 円 

153,900 円 

316,981 円 

平均給料月額

高校卒

174,200 円 

3



(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成27年4月1日現在）

（注） 1　一般行政職とは、消防職、企業職、技能労務職及び教育職等を除いた職である。

       2　日立市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

       3　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

経験年数２０年

349,593 円 

大学卒

教　育　職

消　防　職

高校卒

405,800円

経験年数１０年

347,700円

 -  

329,900 円 

 -  

362,500 円 293,360 円 

407,900円

7級 1.1%次長、参事

中学卒

411,400 円 

 -  

 -  

376,161 円 

343,200 円 

301,200 円 

 -  

 -  

384,100 円 

1号給の
給料月額

経験年数２５年

-

 -  

223,900円

187,700円

317,450 円 

360,100円

最高号給の
給料月額

242

13.5%

13.5%

企画員、係長、主幹3級

2級 主事

1級 244,900円

301,900円

390,700円

380,700円

5級 285,000円

258,300円

11.3%

33.5%

一般行政職

6級

4級

67

145

主事、主事補

74 10.2%

1.1%

参事補、課長

大学卒

高校卒

大学卒

構成比標準的な職務内容

8部長

8

課長、副参事、課長補佐

課長補佐、企画員、係長、主査

98

高校卒

区　　　分

技能労務職

職員数

高校卒 332,200 円 

137,600円

20.0%82

466,300円

442,600円

315,800円

区　　分

8級

259,050 円 

 -  

 -  

 -  

 -  

 -  

経験年数３０年

279,900 円 

245,950 円 398,775 円 

384,450 円 

316,600 円 

 -  

 -  
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(2) 昇給への勤務成績の反映状況

１　　勤務成績の評定の実施状況

　   　　地方公務員法第40条に基づき、毎年１回全職員に対して勤務成績の評定を実施。

２　　昇給への勤務成績の反映状況

　　　勤務成績の評定結果に基づき、昇給区分を決定。

　　　昇給区分の割合は、概ね上位区分（5号給以上）15％、標準区分（3号給）85％になるように設定。

1級 9.3% 1級 9.8% 1級 8.1%

2級 11.3% 2級 10.1%

2級 7.0%

3級 20.0% 3級 21.7% 3級 29.6%

4級 33.5% 4級 32.2% 4級 28.0%

5級 13.5% 5級 15.3% 5級 18.5%

6級 10.2% 6級 9.3% 6級 7.6%
7級 1.1% 7級 0.8% 7級 0.5%
8級 1.1% 8級 0.8% 8級 0.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成27年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（26年度支給割合） （26年度支給割合） （26年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

( ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

 職制上の段階、職務の級等による加算措置  職制上の段階、職務の級等による加算措置  職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～20%　 ・役職加算5～20%　・管理職加算15～25% ・役職加算5～20%　・管理職加算10～25%

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

１　勤務成績の評定方法

地方公務員法第40条に基づき、毎年2回全職員に対して勤務成績の評定を実施。

２　勤勉手当への勤務実績の反映状況

    勤務成績の評定結果に基づき、評定区分（4区分）を決定。

　　評定区分別の割合が、概ね上位区分（82.5/100以上）40％、標準区分（72/100）60％になるように設定。

(2) 退職手当（平成27年4月1日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2%～45%加算) (2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 0＾

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

49.59

337,421

49.5949.59

41.33

29.145 34.5825

21,197千円

１人当たり平均支給額（26年度）

2.60

日立市（茨城県内各市町村共通） 国

1.451.45

2.60

1,727

2.60

0.70

支給率

1,366 7

49.59

34.5825

 -  

支給実績（26年度決算）

 - 

1.50

0.70

１人当たり平均支給額（26年度）

1,595

0.70 1.45

日 立 市

29.145

25.55625

41.33

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

支給対象地域 支給対象職員数

25.5562520.445

1.50

茨 城 県 国

247,014

国の制度（支給率）

49.59

20.445

1.50

49.59

7日立市
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(4) 特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

　円

　％

支給実績
（H26年度決算）

1,671 千円

1,142 千円

①出張して市規則で定める調
査・整理事務に従事したとき
②出張して市税の滞納整理
事務に従事したとき
③出張して市税滞納による財
産差押事務に従事したとき
④出張して差押物件の引上
げ事務に従事したとき

市規則で定める救護、防疫、
防除の作業に従事したとき

行旅死亡人又は変死人の処
理作業に従事したとき

①ごみ収集作業、便槽調査作
業又は浄化槽放流水採取作
業に従事したとき
②犬、猫等の死体処理作業に
従事したとき

動物の治療、給餌及び収容
施設の清掃等の業務に従事
したとき。

地上10m以上の高所で市規
則で定める作業に従事したと
き
乳剤舗装作業に従事したとき

①消防職員(救急救命処置の
業務に従事した救急救命士を
除く)が救急業務に従事したと
き②救急救命士が救急救命
処置の業務に従事したとき

消防職員が水火災等の災害
に出場したとき

特別救助隊に所属する消防
職員

消防機関勤務員

0 千円

7,562 千円

127 千円

573 千円

27 千円

129 千円

479 千円

0 千円

7　道路舗装手当

6　高所作業手当

主な支給対象業務主な支給対象職員

市税等の調
査・整理事務
に従事する職
員

保健衛生事務
に従事する職
員

社会福祉事務
に従事する職
員

不快な業務に
従事する職員

動物の飼育治
療に従事する
職員

高所での業務
に従事する職
員

3,309 千円

左記職員に対する支給単価

36,677

20,760

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

支給実績（26年度決算）

①1日について150円
②1日について300円
③1回について300円
④1回について500円

1日について150円

1回について2,000円

①1日について150円
②1回について300円

1日について150円

1日について150円

1日について150円

①1回について150円
②1回について510円

1回について200円

1当務について150円

1　市税等調査整理手当

10　特別救助隊員手当

11　消防機関勤務員手当 1当務について
1級　300円
2級　250円
3級　200円(ただし、日

救急業務に従
事する職員

消防業務に従
事する職員

41.4職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度）

手当の名称

手当の種類（手当数）

道路舗装業務
に従事する職
員

特別救助隊に
所属する消防
職員

5　動物飼育治療手当

4　汚物作業手当

消防機関勤務
員

2　防疫作業手当

8　救急業務手当

15種類

9　水火災等出場手当

3　行旅死亡人取扱手当
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(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（平成27年4月1日現在）

円

円

保育園、母子生活支援施設
又は児童館の職員(市長が指
定する職員を除く)

１日について150円
交渉業務に従
事する職員

１日について150円

1日について
250円以上350円以内
の範囲で市長が定める
額

主な支給対象業務

用地交渉、建物等の移転交
渉業務に従事し、市長が特に
認めたとき

建築指導課の職員が出張して
建築基準法(昭和25年法律第
201号)に基づく違反建築物の
取締り又は指導業務に従事し
たとき

14　保育手当

との異同

支給職員１人当たり支給実績

328

支給実績（26年度決算）

建築指導業務
に従事する職
員

保育業務に従
事する職員

上記以外の危
険、不快、不健
康又は困難な
業務に従事す
る職員

前各号のほか、著しく危険、不
快、不健康又は困難な業務に
従事し、市長が特殊勤務手当
を支給することを特に必要と
認めたとき

1日について
500円以内の範囲で市
長が定める額

0 千円

27 千円

5,674 千円

0 千円

住居手当

職員の居住する借家・借間
【支給要件】
　自ら居住するための住宅を借り受け、
現に当該住宅に居住し、月額12,000
円を超える家賃を払っている職員
【支給額】
　家賃23,000円以下
　　→家賃額－12,000円
　家賃23,000円を超え55,000円未満
　　→(家賃額－23,000円)×1/2
　　　＋11,000円

153,365-

71,147-

平均支給年額異なる内容 （26年度決算）

左記職員に対する支
給単価手当の名称

支給実績
（H26年度決算）

12　用地交渉手当

13　建築指導手当

276,838

主な支給対象職員

15　特殊業務手当

232,723千円

（26年度決算）

同じ

千円同じ

扶養手当

426,123

国の制度

310

配偶者13,000円
配偶者以外6,500円
(配偶者のいない場合、扶養親族のうち
1人は11,000円)
特定期間の加算5,000円

手　当　名 内容及び支給単価

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

460,030支給実績（25年度決算）

国の制度と
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円

円

円

円

異なる内容

異なる 支給単価

-

93,115千円

89,361千円

198,388

通勤手当

国の制度と

616,112

1,746 千円

手　当　名
国の制度

平均支給年額

支給実績

同じ

との異同

7,830

千円

支給職員１人当たり

（26年度決算）

105,625

管理職手当

管理職員特別
勤務手当

宿日直手当

内容及び支給単価

１．交通機関等利用者
【支給要件】
通勤のために交通機関等の利用を常
例とすること、運賃等の負担を常例とす
ること、徒歩により通勤するものとした
場合の通勤距離が片道２ｋｍ以上であ
ること
【支給額】
運賃等相当額が55,000円以下につい
ては運賃等相当額

２．自動車等の使用者
【支給要件】
通勤のために自動車等の使用を常例
とすること、徒歩により通勤するものとし
た場合の通勤距離が片道２ｋｍ以上で
あること
【支給額】

27,935

勤務の種類 支給額
週休日 7,000 円

休日 8,000 円
年末年始 9,000 円

職務の級 職員の職 支給額

８級 部長等 90,500 円

部長等 84,900 円

次長 75,900 円

参事等 71,500 円

参事等 67,500 円

参事補 63,300 円

課長等 59,100 円

課長等 56,500 円

副参事等 48,400 円

課長補佐等 44,400 円

課長補佐等 42,000 円
係長職の施設の長 30,500 円

４級

７級

６級

５級

片道の使用距離 支給額

  5km未満 2,000 円

  5km以上10km未満 4,200 円

 10km以上15km未満 7,100 円

 15km以上20km未満 10,000 円

 20km以上25km未満 12,900 円

 25km以上30km未満 15,800 円

 30km以上35km未満 18,700 円

 35km以上40km未満 21,600 円

 40km以上45km未満 24,400 円

 45km以上50km未満 26,200 円

 50km以上55km未満 28,000 円

 55km以上60km未満 29,800 円

 60km以上    31,600 円

休日 平日深夜

部長等 12,000 円 6,000 円

次長・参事等
参事補

10,000 円 5,000 円

課長等 8,000 円 4,000 円

副参事等

課長補佐等
6,000 円 3,000 円

係長職の施設の長 6,000 円 3,000 円

支給額
職名
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５　特別職の報酬等の状況（平成27年4月1日現在）

／

／

／

／

／

月分 （職務加算20%）

月分 （職務加算20%）

　　（算定方式）

（注） 1　給料の（　）内は、特例条例による減額措置を行う前の金額である。                   

　　　 2　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝

　　　　48月）勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

　　　  　なお、支給率（市長…5.5、副市長…3.1）は茨城県内各市町村共通である。

６　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年4月1日現在）

事業の統廃合縮小等（△7）、業務増(6)

欠員不補充（△1）

事業の統廃合縮小等（△3）

事業の統廃合縮小等（△1）、業務増（3）

欠員不補充(△3)

人

人）

人

人）

人

（注） 1　職員数は一般職に属する職員数である。

820,800 円 

957,900 円 

42.02人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

42.79（類似団体の人口１万人当たり職員数

市 長

期
末
手
当

報
酬

3.10

550,000 円 

　　（26年度支給割合）

510,000 円 

3.10

43人

19人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

10人

総　務

＜参考＞

欠員不補充(△1)

＜参考＞

 -

業務増（1）

3人

△3人133人 136人

69人

794人

296人

1人

1人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

事業の統廃合縮小（△1）、業務増（3）

73.78

266人

税　務

普
通
会
計
部
門

△3人

欠員不補充等(△17)、業務増等(6)△10人

△5人

68人

190人

21,073,800 円 

615,000 円 

　　（26年度支給割合）

836,000 円 

小　計

水　道

（類似団体の人口1万人当たり職員数

欠員不補充(△3)、業務増（１）

△18人 66.00

66.23

消防部門

　　　　　　　　　　区分
部門

64人66人

△3人

退
職
手
当 副 市 長

 -

62人 △1人

269人

事業の統廃合縮小等（△7）、業務増（8）

＜参考＞

160人

61人

22人 △3人

42人

副 市 長

147人

36人

45人

293人

1,247人

1,394人

[ 1,999人 ]

 -

 -

799人

衛　生

計

労　働

農　水

商　工

土　木

193人

145人

1,410人

36人

45人

△16人

その他

2人

[ 1,999人 ]

1,265人

合　　計

小　計

会
計
部
門

公
営
企
業
等

下水道

2人

教育部門

一
般
行
政
部
門

議　会

民　生

職 員 数

　   957,900円 × 在職年 × 5.5

平成27年

615,000 円 

（支給時期）

（任期毎）

（１期の手当額）

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長

498,000 円 

587,000 円 

510,000 円 

550,000 円 537,000 円 

（任期毎）　   820,800円 × 在職年 × 3.1

主 な 増 減 理 由

10,177,920 円 

平成26年

10人

対前年
増減数

議 員

給 料 月 額 等

副 議 長

議 長

議 員

副 市 長

議 長

副 議 長

957,900 円 市 長

区　　　分

給
料

(  855,000 円)

1,015,000 円 

820,800 円 

170人

 - -  -

(  1,030,000 円)
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　　　 2　[     ]内は、条例定数の合計である。
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成27年4月1日現在）

(3) 職員数の推移
（各年4月1日現在）

（注） 　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数

                                             

147人

未満 51歳

145人

△100人

人 人

計

人

以上

～

人

59歳55歳

人

～～
1,394190149 169 4

25年

789人

177人

296人

1,262人

165人

1,494人 1,410人

296人

188人

1,444人

1,278人

166人

1,462人

172人

1,265人

1,394人1,427人

52歳48歳

31歳

44歳

公営企業会計計

123 108

23歳

～

296人

799人

298人

170人205人

消　防

一般会計計

区　分

職員数
180

人

47歳

人

122

人

27歳

7

人 人人

108

人

62

人

～

20歳

～

28歳

～

24歳 32歳

1,322人

～

20歳

一般行政

　　　　　　　　　　区分

部門

172

39歳 43歳

60歳40歳

35歳

～

36歳

～

56歳

(△6.7%)

192人

295人

1,295人

167人

794人

26年22年 23年

819人

24年 27年

(△5.7%)

(△22.0%)

(△1.7%)

過去5年間の
増減数(率)

(△3.1%)

総合計

△45人

△5人

△75人

△25人

293人

1,247人

160人教　育

808人

(△14.5%)

794人 △25人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比

%
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７　公営企業職員の状況

(1)　水道事業

① 職員給与費の状況

 ア　決算

　　　　　　　

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

       2　職員数は、平成27年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

（注）  1　団体平均とは、全国市町村（政令指定都市を除く。）における平均である。  

        2　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 -

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

1,574 1,485

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

(  1.45  ) (  0.70  ) - -

2.60 1.50 - -

・役職加算5～20%　

日立市企業局 44.2歳 332,003 円  569,627 円  

6,581 6,219

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

日 立 市 企 業 局 団 体 平 均

１人当たり平均支給額（26年度） １人当たり平均支給額（26年度）

団体平均 44.9歳 348,021 円  517,229 円  

538,978 13.9 16.6

区分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり (参考)　市町村平均

Ａ 給　 料

千円 千円 千円

79

職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

306,641 88,875 124,351 519,867

一人当たり給与費

26年度
人 千円 千円 　　　　　千円

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 25年度の総費用に占区分
総費用 　純損益又は

実質収支

職員給与費

Ａ  Ｂ　 Ｂ／Ａ める職員給与費比率

26年度
千円 千円 千円 ％ ％

3,882,062 384,673
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イ　退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

　円

　％

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度）

支給実績
（H26年度決算）

2　停水処分手当

1　滞納整理手当

4　事故処理待機手当

3　危険物取扱手当

主な支給対象職員

滞納整理事務
に従事する職
員
停水処分事務
に従事する職
員

水質検査に従
事する職員

待機勤務に従
事する職員

左記職員に対する支給単価

1日について150円

1日について500円

1回について200円

(1)夜間待機1回につい
て
ア　イからエまでに掲げ
る日以外の日8,000円
イ　週休日10,000円
ウ　休日10,000円
エ　年末年始12,000円
(2)休日待機1回につい
て
ア　週休日6,000円
イ　休日9,000円

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 251,784

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給実績（26年度決算） 6,755

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 135,086

日立市 7 80

手当の種類（手当数） 6

7

主な支給対象業務

38 千円

113 千円

131 千円

6,412 千円

21,197千円 14,890千円

支給実績（26年度決算） 19,891

49.59 49.59 - -

20.445 25.55625 - -

日立市（茨城県内各市町村共通） 団 体 平 均

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

41.33 49.59 - -

29.145 34.5825 - -

63.3

滞納整理事務に従事したとき

水道料金等の滞納のため、停
水処分の事務に従事したとき

次亜塩素酸ナトリウムを取り扱
う業務又は特殊薬品を使用し
て水質検査に従事したとき
日立市企業職員待機勤務規
程(昭和54年水道局規程第8
号)の規定に基づく事故処理
のため待機勤務に従事する職
員
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成27年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

同じ -

11,087 千円

112,613

13,789

市規則に準じて支給

左記職員に対する支給
単価

1回について500円

1日について500円以内
の範囲で管理者が定め
る額

通勤手当

住居手当

230,973

管理職員特別
勤務手当

市規則に準じて支給

599,501管理職手当 市規則に準じて支給

宿日直手当 千円 0

上記以外の危
険、不快、不健
康又は困難な
業務に従事す
る職員

千円

千円

284

支給実績（26年度決算） 23,637

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 299

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

内容及び支給単価

7,658

4,943 千円

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

手　当　名

5　汚泥清掃手当

手当の名称

6特殊業務手当

22,409

主な支給対象職員

汚泥清掃業務
に従事する職
員

市規則に準じて支給 同じ

支給実績（25年度決算）

-

459 千円 30,600

異なる 支給単価 0

274,584

扶養手当 市規則に準じて支給 同じ -

支給実績
（26年度決算）

支給職員１人当たり

平均支給年額

（26年度決算）

支給実績
（H26年度決算

45 千円

16 千円

前各号のほかに、著しく危険、
不快、不健康又は困難な業務
に従事し、管理者が特殊勤務
手当を支給することを特に認
めたとき

主な支給対象業務

配水池の清掃に従事したとき

勤務の種類 支給額

週休日 9,000 円
休日 11,000 円

年末年始 13,000 円
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(2)　下水道事業

① 職員給与費の状況

 ア　決算

　　　　　　　

（注） 1　職員手当には退職手当を含まない。

       2　職員数は、平成27年3月31日現在の人数である。

イ　 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成27年4月1日現在）

（注）  1　団体平均とは、全国市町村（政令指定都市を除く。）における平均である。  

        2　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 25年度の総費用に占

Ｂ／Ａ める職員給与費比率

区分
総費用 　純損益又は

実質収支

職員給与費

Ａ  Ｂ　

　　計　　Ｂ 給与費 B/A 一人当たり給与費

26年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

8.2

区分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり (参考)　市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

26年度
千円 千円 千円 ％ ％

4,028,731 223,505 209,577 5.2

団体平均 43.9歳 346,189 円  515,436 円  

日 立 市 企 業 局 団 体 平 均

42,116 174,804

日立市企業局 44.5歳 337,045 円  554,592 円  

千円

27 6,474 6,190

区　　分 平均年齢 基本給 平均月収額

108,779 23,909

(  1.45  ) (  0.70  ) - -

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.60 1.50 - -

１人当たり平均支給額（26年度） １人当たり平均支給額（26年度）

1,597 1,469

（26年度支給割合） （26年度支給割合）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 -

・役職加算5～20%　
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イ　退職手当（平成27年4月1日現在）

（支給率） （支給率）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置

(2%～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 １人当たり平均支給額　　　　

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

千円

　円

　％

1日について500円

4 特殊業務手当 上記以外の危
険、不快、不健
康又は困難な
業務に従事す

前各号のほかに、著しく危険、
不快、不健康又は困難な業務
に従事し、管理者が特殊勤務
手当を支給することを特に認

0 千円

1日について500円以内
の範囲で管理者が定め
る額

20.445 25.55625 - -

29.145 34.5825 - -

日立市（茨城県内各市町村共通） 団 体 平 均

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

日立市 7 24 7

21,197千円 9,151千円

支給実績（26年度決算） 7,034

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 260,515

41.33 49.59 - -

49.59 49.59 - -

手当の名称

1　滞納整理手当

手当の種類（手当数） 4

支給実績（26年度決算） 1,015

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 72,485

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度） 51.9

滞納整理事務
に従事する職
員

滞納整理事務に従事したとき
2 千円

1日について150円

3 汚物作業手当

2　危険物取扱手当

水質検査に従
事する職員

次亜塩素酸ナトリウムを取り扱
う業務又は特殊薬品を使用し
て水質検査に従事したとき

24 千円

1回について200円

主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

（H26年度決算）
左記職員に対する支給単価

不快な業務に
従事する職員

(1)　池の川処理場のスクリー
ン池、曝気沈殿池、エアレー
ションタンク、最終沈殿池、塩
素混和池、汚泥濃縮槽、薬注
混和槽、コンポストプラント及
びポンプ場内に入り点検、修
理作業に従事したとき

991 千円
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オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成27年4月1日現在）

円

円

円

円

円

市規則に準じて支給 同じ - 4,283 千円

支給実績
（26年度決算）

支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 平均支給年額

（26年度決算）

支給実績（26年度決算） 4,382

職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） 162

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績（25年度決算） 5,149

職員１人当たり平均支給年額（25年度決算） 184

237,945

18 千円 9,000
管理職員特別

勤務手当
市規則に準じて支給

100,575

管理職手当 市規則に準じて支給 4,170 千円 595,715

通勤手当 市規則に準じて支給 同じ - 2,414 千円

住居手当 市規則に準じて支給 同じ - 594 千円 297,000

扶養手当
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